
賠償並びに戦後処理の一環としてなされた経済協力及び支払い等

Ⅰ．賠償額は、
１０億１，２０８万ドル（３，６４３億４，８８０万円 （以下１ ））。 ．

Ⅱ．上記Ⅰ．にいわゆる中間賠償及び我が国が放棄した在外財産を加えると、
２４７億３，８３２万８，９９７ドル（７，４４０億１，２９５万８，８３９円 （以下１．～３．の合計））。

Ⅲ．上記Ⅱ．に賠償に代わる経済協力等（借款を除く ）を加えると、。
２５４億４，３７２万２，６１９ドル（９，９７９億５，４６６万４，２１９円 （以下１．～４．の合計））。

Ⅳ．上記Ⅲ．に捕虜に対する償い及び私的請求権問題等の解決のための支払いを加えると、
２５４億８，０１７万４，００５ドル（１兆１１０億７，７１６万３，４６５円 （以下１．～５．の合計））。

Ⅴ．上記Ⅳ．にいわゆる戦前債務の支払いを加えると、
２５４億８，２０４万８，２６８ドル（１兆１１７億５，１８９万８，１４５円 （以下１．～６．の合計））。

Ⅵ．上記Ⅴ．に戦後処理の一環として締結された取極等に基づく借款を加えると、
２６４億２，８６４万８，２６８ドル（１兆３，５２５億２，７８９万８，１４５円 （以下１．～７．の合計））。

１．賠 償（計１０億１，２０８万ドル：３，６４３億４，８８０万円）
（１）サンフランシスコ平和条約第１４条（ａ）１に基づくもの

① フィリピン （賠償協定：１９５６年７月発効） ５億５，０００万 ドル（１，９８０億 円）
② ベトナム （賠償協定：１９６０年１月発効） ３，９００万 ドル（ １４０億４，０００万 円）

小計 ５億８，９００万 ドル（２，１２０億４，０００万 円）

（２）個別の平和条約に基づくもの
① ビルマ （賠償・経済協力協定：１９５５年４月発効） ２億 ドル（ ７２０億 円）
② インドネシア（賠償協定：１９５８年４月発効） ２億２，３０８万 ドル（ ８０３億 ８８０万 円）

小計 ４億２，３０８万 ドル（１，５２３億 ８８０万 円）



（注１）２．中間賠償（計４，５２４万８，９９７ドル：１億６，５１５万８，８３９円）

（サンフランシスコ平和条約第１４条（ａ）２に基づくもの）３．在外財産の放棄（計２３６億８，１００万ドル：３，７９４億９，９００万円）（注２）

． （ ）４ 戦後処理の一環として締結された経済技術協力協定等に基づく経済協力等 計７億５３９万３６２２４１ドル：２５３９億４１７０万５３８０円, . , , ,

（１）賠償請求権を放棄した国に対して行われた経済協力
① ラオス （経済技術協力協定：１９５９年１月発効） ２７７万７，７７７ドル（ １０億 円）
② カンボジア （経済技術協力協定：１９５９年７月発効） ４１６万６，６６６ドル（ １５億 円）
③ マレーシア （マレーシアとの協定：１９６８年５月発効） ８１６万６，６７５ドル（ ２９億４，０００万３，０００円）
④ シンガポール（シンガポールとの協定：１９６８年５月発効） ８１６万６，６７５ドル（ ２９億４，０００万３，０００円）

小計 ２，３２７万７，７９３ドル（ ８３億８，０００万６，０００円）

（２）分離地域に対する経済協力等
① 韓国 （請求権・経済協力協定：１９６５年１２月発効） ３億 ドル（１，０８０億 円）
② ミクロネシア（米国とのミクロネシア協定１９６９年７月発効) ５００万 ドル（ １８億 円）:

小計 ３億 ５００万 ドル（１，０９８億 円）

（３）その他各国に対する経済協力等
① タイ （特別円問題解決協定：１９５５年８月発効） １，５００万 ドル（ ５４億 円）

（特別円問題解決協定のある規定に代わる協定：１９６２年５月発効）２，６６６万６，６６６ドル（ ９６億 円）
② フランス（インドシナ銀行名義諸勘定の解決に関する議定書 ４１６万６，６６６ドル（ １５億 円）

：１９５７年３月発効） ４７万９，６５１ドル（ １億７，２６７万４，３６０円）
③ インドネシア（旧清算勘定その他の諸勘定の残高請求権処理に関する議定書（注３）

：１９５８年４月発効）１億７，６９１万３，９５８．４１ドル（ ６３６億８，９０２万５，０２０円）
④ ビルマ （経済技術協力協定：１９６３年１０月発効） １億４，０００万 ドル（ ５０４億 円）
⑤ モンゴル （経済協力協定：１９７７年８月発効） １，３８８万８，８８８ドル（ ５０億 円）

小計 ３億７，７１１万５，８２９．４１ドル（１，３５７億６，１６９万９．３８０円）

（サンフランシスコ平和条約第１６条に基づくもの）５．捕虜に対する償い（計１，２６１万４，１２５ドル：４５億４，１０８万５，０００円）
○ 赤十字国際委員会（受益国側代表（英国）との交換公文：１９５５年５月）４５０万 ポンド（ ４５億４，１０８万５，０００円）

（１，２６１万４，１２５ドル）



６．私的請求権問題等の解決のための支払い（計２，３８３万７，２６１ドル：８５億８，１４１万４，２４６円）
（１）連合国に対する支払い

○ オランダ（私的請求権問題解決に関する議定書：１９５６年６月発効）１，０００万 ドル（ ３６億 円）
（オプテンノール号問題解決に関する取極：１９７９年３月発効） ２７万７，７７７ドル（ １億 円）

小計 １，０２７万７，７７７ドル（ ３７億 円）

（２）旧枢軸国に対する支払い
○ イタリア （請求権解決に関する取極：１９７２年７月発効） １２０万 ドル（ ４億３，２００万 円）

小計 １２０万 ドル（ ４億３，２００万 円）

（３）その他各国に対する支払い
① スイス （請求権解決に関する取極：１９５５年３月発効） １，２２５万 ｽｲｽﾌﾗﾝ（ １０億２，９２４万５，０００円）

（２８５万９，０１４ドル）
（ ） ， （ ）同取極第２条：在スイス日本財産の処理 ２４２万６ ６９３ｽｲｽﾌﾗﾝ ２億 ３８９万 ７４６円

（５６万６，３６３ドル）
② スペイン （請求権解決に関する取極：１９５７年１月発効） ５５０万 ドル（ １９億８，０００万 円）
③ スウェーデン（請求権解決に関する取極：１９５８年５月発効） ７２５万 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ｸﾗｳﾝ（ ５億 ４５２万７，５００円）

（１４０万１，４６５ドル）
④ デンマーク

(ｸﾞﾚｰﾄ･ﾉｰｻﾞﾝ･ﾃﾚｸﾞﾗﾌ株式会社の請求権解決取極：１９５５年９月発効) ３０万 ポンド（ ３億 ２７３万９，０００円）
（８４万 ９４２ドル）

（請求権解決に関する取極：１９５９年５月発効） １１７万５，０００ドル（ ４億２，３００万 円）
⑤ オーストリア（請求権解決に関する取極：１９６６年１１月発効） １万６，７００ドル（ ６０１万２，０００円）

小計 １，２３５万９，４８４ドル（ ４４億４，９４１万４，２４６円）

（ ）７ 戦前債務の支払い 計１８７万４２６３ドル：６億７４７３万４６８０円． （ ）, , , サンフランシスコ平和条約第１８条又は個別の平和条約に基づくもの
① イギリス （請求権解決に関する取極：１９６０年１０月発効） ５０万 ポンド（ ５億 ４００万 円）

（１４０万 ドル）
② カナダ （請求権解決に関する取極：１９６１年９月発効） １万７，５００ドル（ ６３０万 円）
③ インド （請求権解決に関する取極：１９６３年１２月発効） ２万５，０００ドル（ ９００万 円）
④ ギリシャ （請求権解決に関する取極：１９６６年９月発効） １６万１，７６３ドル（ ５，８２３万４，６８０円）
⑤ アルゼンチン（請求権解決に関する取極：１９７７年６月発効） ２７万 ドル（ ９，７２０万 円）

小計 １８７万４，２６３ドル（ ６億７，４７３万４，６８０円）



８．戦後処理の一環として締結された経済開発借款取極等に基づく借款（計９億４，６６０万ドル：３，４０７億７，６００万円）
① ビルマ （賠償・経済協力協定：１９５５年４月発効） ５，０００万 ドル（ １８０億 円）

（経済開発借款取極：１９６３年１０月発効） ３，０００万 ドル（ １０８億 円）
② フィリピン （経済開発借款取極：１９５６年７月発効） ２億５，０００万 ドル（ ９００億 円）
③ インドネシア （経済開発借款取極：１９５８年４月発効） ４億 ドル（１，４４０億 円）
④ ベトナム （借款協定：１９６０年１月発効） ７５０万 ドル（ ２７億 円）

（経済開発借款取極：１９６０年１月発効） ９１０万 ドル（ ３２億７，６００万 円）
⑤ 韓国 （請求権・経済協力協定：１９６５年１２月発効）２億 ドル（ ７２０億 円）

小計 ９億４，６６０万 ドル（３，４０７億７，６００万 円）

（注１）１９３９年の評価額。１ドル＝３．６５円。岡野鑑記「日本賠償論」東洋経済新報社、１９５８年。
（注２）１９４５年８月１５日時点。ＧＨＱ覚書に基づき外務・大蔵両省の共管で設置された在外資産調査会の評価による。
（注３）日本の債権放棄。
（注４）下線（ ）を付した金額は協定等における約束額。
（ ） 、 （ （ ） ）、 ， ． 、 ， 、注５ 換算レートは １ドル＝３６０円 上記 注１ を除く｡ １９５５年の１ポンド＝１ ００９ １３円 １９６０年の１ポンド＝１ ００８円

１９５５年の１ｽｲｽ･ﾌﾗﾝ＝８４．０２円、１９５８年の１ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ｸﾗｳﾝ＝６９．５９円。ポンド、ｽｲｽ･ﾌﾗﾝ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ｸﾗｳﾝの各レートは、大蔵大臣
裁定相場による。

（了）


